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都市事例調査報告書 

 

平成 29年第４回定例会において、都市事例調査の許可を得た所管

にかかわる事務について、下記のとおり事例調査を実施したのでそ

の結果を報告します。 

 

記 

 
１. 調 査 地 東京都町田市、埼玉県飯能市 

 

２. 日  程 平成 30年２月４日～２月６日 ３日間 

 

３. 参 加 者 石 上 孝 雄 ・萩 原 弘 之 

 水 間 健 太 ・本 間 敏 行 

 岡 本  俊 ・日 里 雅 至 

 黒 岩 岳 雄  

 

４. 調査事項 議会運営について 

  

５. 調査内容 別紙のとおり 
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＝別 紙＝ 

 

－東京都町田市－ 

◎ 概 要 

町田市は東京都の南端に位置し、周辺部は緑豊かな自然や文化遺産などがあり、魅力

ある都市を形成している。昭和33年２月１日、東京都で９番目に市制を施行し、古くか

ら横浜に向かう街道は「絹の道」とも呼ばれ交通の要所であり、商都として繁栄してき

た。隣接するＪＲ線と小田急線の一日の利用者は人口と同等の人数にまでなる。平成29

年４月１日現在の人口は429,114人、面積は71.80平方キロメートルである。 

 

◎ 議会改革（活性化）の取り組みについて 

町田市庁舎は５年程前に建設され、１階は災害時の避難所（500名収容）になってお

り、吹き抜け構造で開放感がある。議場設備もよく検討され、新しい試みが見られた。 

町田市議会改革の始まりは、平成 10年、開かれた議会の実現を目指し、全員協議会

及び議案説明会の原則公開、傍聴人受付簿を廃止して傍聴券の交付のみとし、議会を傍

聴しやすい環境を整備することなどから取り組まれてきた。本市議会が既に取り組んで

いる項目もあったが、町田市議会改革の取り組みの特徴的なものとして、以下のものが

ある。 

 

（１）請願者の意見陳述と議員間討議の導入 

請願者の意見陳述は平成21年より開始されており、直接、民意が反映できる委員会審

査を行うことを目的とし、請願者の希望により、委員会開催中に意見陳述を行えるよう

にしたものである。年間30件近い請願が提出されるとのことで、請願者は２名まで参加

することができ、５分間の意見陳述時間がある。所管部長は原則出席し、委員（議員）

は請願者に質疑を行うことができる。請願者の意見陳述の際の費用弁償については、「証

人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例」を平成21年６月23日に可決し、日

当を支給できるようにした。また、平成24年からは議員間討議を請願の委員会審査に導

入し、委員会の審査内容、特に採決に至った経緯を市民にわかりやすくするため、議員

同士の議論を開会中に行っている。 

 

（２）市政にかかる重要な計画等及び基本条例等を議会に報告する時期を決定 

情報を市民へ届けやすくするように、平成21年より、市長その他の執行機関が市の重

要な基本計画等の策定又は改定を行うとき、市の基本的な方針もしくは基本条例等の制

定又は改廃を行うときは、その概要を議会に報告することとした。これは計画等決定時

だけの報告ではなく、その策定等の過程において、①基本方針等の決定時、②パブリッ

クコメント前の段階での計画案、③最終計画案の決定前、④最終計画案の公表前の４回

にわたり議長に対して報告し、議長は代表者会議、常任委員会、全員協議会のいずれか

への報告もしくは全議員への報告文書の配付を市長などに対し求めるものである。 
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（３）議決の拡大 

平成23年に地方自治法の一部を改正する法律が施行され、旧法第２条第４項に定めら

れた市町村の基本構想に関する規定を削除することとされたため、市が総合的かつ計画

的な行政運営を図るための基本構想について、議会の議決すべき事件とするため、「町田

市議会の議決すべき事件に関する条例」を、平成23年12月22日に全員一致で可決し、議

会自ら議決の拡大を行った。 

 

（４）高校生との意見交換会の開催 

平成29年11月に、初めて高校生と町田市議会議員の意見交換会を開催している。市内

の高校生11名が参加し、３グループに分かれ、議員を交えて「町田をどう創るか」をテー

マにワークショップを行い、活発な議論を交わした後、本会議場で各グループがワーク

ショップの成果を発表した。参加した高校生全員が意見交換会への参加を通じて議会へ

関心を持つことができたと答えており、一定の成果が得られた。ただ、高校生は部活動

や受験などで多忙なため、参加者を募っても、なかなか参加者を確保できないことが課

題として挙げられていた。 

 

（５）ＩＣＴの活用、タブレット端末の導入 

町田市議会のホームページ開設に始まり、本会議のインターネット中継（平成24年９

月からは常任委員会、特別委員会も中継を開始）、電子表決の採用（新庁舎から開始し、

各議員の評決結果を、土日を除く24時間以内に公表）、招集通知などの用紙削減や議員間

の情報共有を目的とした議員間のグループウェアの導入、本会議場や委員会室へのパソ

コンの持ち込みの試行（平成26年９月より議員と職員の委員会室への持ち込みを決定、

本会議は平成29年第１回定例会より正式に使用）、スマートフォンでの議会中継視聴の開

始、タブレット端末導入の試行（平成28年12月から導入を決定）、多摩地域の電子書籍を

無料で閲覧できるポータルサイト「ＴＡＭＡebooks（たまイーブックス）」への議会広

報誌の無料掲載、全国の登録してある議会広報誌を無料で閲覧できるスマートフォン・

タブレット用アプリ「マチイロ」への無料掲載、Twitterの開始など、積極的な活用が見

られた。 

タブレット端末のクラウドシステムについては、富士ソフト株式会社のmoreNOTEを使

用、カレンダー機能をベースにしている点が特徴となっており、それにより会議当日の

進行がスムーズであること、会議名をタップすれば、その日に使用する資料を閲覧する

ことができるなど、会議の準備が容易であることが説明された。 

 

（６）その他の取り組み 

本会議の欠席及び委員会の欠席について、会議規則で規定している欠席の届け出を具

体化するため、これまで「事故のため」としていたものを「疾病、看護、介護、出産そ

の他の事故のため」に改正し、その後、「育児」を加えている。町田市議会の女性議員の

比率は25％であり、議員の年代や性別など多様性に応じた対応がされている。 

議会だよりについては、12万部の発行に対し５割程度の読者にとどまっているため、
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他の媒体などを通じて広くＰＲに努めている。また、各定例会では毎回30名前後の議員

が一般質問を行うため、日数を４日間から５日間に変更し、全員が一般質問を出来るよ

うにしており、議会活性化につながっていると感じた。議場へは国旗が掲揚され、緊張

感や静粛感もあり、また、傍聴席については車椅子席や子供連れの方々も気軽に傍聴で

きるよう防音対策された親子傍聴室が設置されるなど、施設的にも素晴らしいもので

あった。 

 

◎ 考 察 

町田市議会の議会改革は「開かれた議会の実現」を目的として、ぶれることなく推進

されていると感じた。基本条例は定めていないものの、時代背景に合わせ、市民本位の

議会の在り方を追求しながら改革を進めている印象を受けた。 
議会改革については、試行期間を設けて取り組んでおり、課題の見直しも含め、試行

期間は大切であると感じた。 

また、町田市議会議員 36名のうち、25％にあたる９名が女性議員である。本市議会

においても、今後を見据え、会議規則等の改正に取り組む必要性を感じた。 

町田市庁舎建設の際には各部門における十分な検討が行われ、議会運営におけるＩＣ

Ｔ活用の最先端技術を導入し、現実に即した議会運営を公開していく取り組みは、今後

の本市庁舎の建築構想に大変参考となるものであった。 

本市議会においても、条例の作成等、議員の資質向上に向けた様々な取り組みを行い

ながら現在に至っているが、個々の対応をさらに深め、議会活性化に取り組んでまいり

たい。 
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－埼玉県飯能市－ 

◎ 概 要 

飯能市は埼玉県の南西部に位置し、市域の約76％を森林が占めており、緑と清流の自

然に恵まれたまちである。昭和29年１月１日、埼玉県で９番目に市制を施行し、古くは

林業と織物のまちとして栄えた。昭和40年代から宅地化が進展し、高校や大学、工場な

どの立地が進み、都心から約50キロメートル圏内という交通アクセスの環境にあるため、

首都圏の近郊住宅都市として変容を見せた。平成 17年には旧名栗村と合併し、平成 29

年４月１日現在の人口は80,179人、面積は193.05平方キロメートルである。 

 

◎ タブレット端末の導入と活用について 

（１）導入の背景 

飯能市議会におけるタブレット端末の導入は、飯能市が平成 14年７月に環境マネジ

メントシステム（ＩＳＯ14001）を導入し、環境に配慮した活動を推進していた中、東日

本大震災の発生により、議会でも節電や節約など環境を意識したことがきっかけとなっ

た。平成23年度から執行部がパソコンを利用して行政経営会議等を行うなど、ペーパー

レス会議が推進され、議会よりも先行してＩＣＴの活用が始まった。平成23年11月か

ら議会改革検討委員会にて、ＩＣＴ活用による議会改革の推進として、 

①全員協議会でのペーパーレス化 

②議員内の情報伝達 

③危機管理上の緊急連絡 

④政務調査活動 

⑤各種資料の閲覧 

において、タブレット端末を有効活用することが検討された。 

 

（２）システム等について 

平成 24年度に導入したタブレット端末は、３Ｇデータ通信で外部アクセス、Ｗｉ－

Ｆｉ機能で内部情報にアクセスできるようにし、セキュリティ対策としては、事務局で

遠隔制御し、端末のロックやデータ消去を行えるようにした。システムはＮＡＳ（Network 

Attached Storage）を利用し、既存庁舎内ＬＡＮから独立し、インターネットとの接続

はしていなかった。 

平成 28年度からはタブレット端末を変更し、４Ｇデータ通信で外部アクセス、Ｗｉ

－Ｆｉ機能で内部及び外部情報にアクセスできるようにし、システム・セキュリティ対

策としては、事務局でのロック、データ消去等の遠隔制御機能と、バックアップ機能と

してのＮＡＳを残し、クラウド型文書共有システムであるSideBooksの併用を始めた。 

 

（３）導入の効果、運用状況 

導入の効果として、全員協議会資料や会議録の冊子廃止による印刷製本費などの費用

の削減効果額は、年間約210万円。全員協議会資料や会議録の冊子に使用する用紙の削

減による紙使用量の削減枚数は、年間約10万枚。その他の導入効果として、環境負荷低
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減、経費節減、事務改善、情報伝達の迅速化、危機管理対応の向上などが挙げられた。 

導入後は、各種議会会議のペーパーレス化、本会議一般質問時での効果的な活用、議

会内での文書送信などの情報伝達、カレンダー機能によるスケジュールの共有、災害時

の活用、議案書・予算書等の閲覧、会議中の情報収集、各種書類の整理・保存で運用さ

れている。危機管理の関係では、防災訓練時にタブレットを使った情報伝達訓練、議員

の安否確認、議員から各地区での防災訓練の様子の送信などに活用している。 
全国の議会の中で、タブレット端末導入の先進地である飯能市においても全議員が使

いこなしているわけではなく、ＩＣＴ機器の取扱いが苦手な議員がいる中でも積極的に

利活用し、とにかく使ってみること、そして、徐々に操作に慣れることにより有効利用

につながっていることがわかった。 
 

（４）利用のルール化 

タブレット端末の導入に当たり、以下の３つの基準を作成している。 
①「飯能市議会情報端末機使用基準」 
使用制限、禁止・遵守事項、セキュリティ対策、飯能市議会ＩＴ会議設置等、必要

な事項を規定。 
②「飯能市議会情報端末機使用範囲等」 
使用対象会議、ペーパーレス化対象会議等を規定。 
③「飯能市議会ＩＴ会議設置基準」 
端末機紛失・情報漏えい等重大な問題、アプリケーションソフト、有効活用、問題

の改善協議等を規定。 
 

（５）導入後の課題 
①利活用の推進 

災害時の有効活用、タブレット機能・アプリケーションソフトの有効利用。 

②システム等の見直し 

高機能・効率的なシステムの研究、使用基準等の見直し。 

この他、傍聴者への資料提示、クラウドシステムの見直しも課題として挙げられた。 

 

◎ 考 察 

ＩＣＴ導入の検討の推進、議会改革の柱として始まった取り組みは、議会の情報公開

はもとより議員の資質向上にもつながっている。クラウドシステムについては、事務局

にデータベースをおきながら書籍に重点を置いたシステムの導入をしており、情報の共

有と議論の深掘りをする上でも、導入に向けての検討が必要と感じた。 

議会の仕組みに取り入れる事に沢山の時間を費やしていたが、細かな点を検討してい

くための小委員会は、年代差があっても全員で取り組んでいくためには必要不可欠なも

のであると感じた。 

また、この度、本市議会がタブレット端末の導入を検討し、今後の課題を解決するた

めの考え方について、大いに参考となった。 
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【 総 括 】 

時代が変わりつつある中、議会はいかに世論を把握し、また、執行部の事業推進に向

けた取り組みの趣旨を十分に理解した上で、最良の判断をするため議論し、結論づけて

いく過程で、情報の共有化とＩＣＴの有効利用は不可欠なツールであると感じた。 

しかし、整備することが目的ではなく、議会が持つ課題解決に向けて、様々な観点か

ら議論することこそ大切である。 

ＩＣＴの利活用について、町田市、飯能市の両市に共通していることは、執行部も積

極的な利活用を行っていること、ＩＣＴの利活用によるメリットをきちんと数値化し、

効果として見えるようにしていること、まずは試行し、それから課題解決に取り組んで

いる点である。 
今回は、議会改革（活性化）の取り組み及びタブレット端末の導入と活用について調

査を行ったが、いずれも市民に開かれた議会、民意を酌む仕組みのある議会運営を目的

としてそれぞれが取り組まれており、本市議会においても、全議員がその目的を共有し

た上で議会改革（活性化）を進める必要があり、いま一度、全議員で再確認する機会を

設けることも必要であると感じた。 


